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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次　
第149期

第１四半期連結
累計（会計）期間

第150期
第１四半期連結
累計（会計）期間

第149期

会計期間　
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高
（千円）

　
283,285 578,101 2,864,042

経常損益（△は損失）
（千円）

　
△133,078 △105,974 579,914

四半期（当期）純損益

（△は損失）

（千円）

　
△159,705 3,944 100,688

純資産額 （千円） 2,178,108 2,614,441 2,511,485

総資産額 （千円） 2,777,195 4,068,270 3,936,267

１株当たり純資産額 （円） 9.68 11.77 11.56

１株当たり四半期（当期）

純損益金額（△は損失）
（円） △0.75 0.02 0.47

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － 0.01 0.43

自己資本比率 （％） 73.94 63.85 63.35

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △51,795 △54,260 44,738

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △439 △12,200 23,537

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △64,588 74,654 472,581

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
（千円） 180,224 839,486 840,349

従業員数 （人） 50 46 52

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第149期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、四半期

純損失であるため記載しておりません。　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 46 (1)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を(　)外数で記載しておりま

す。

　

(2) 提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 21 (1)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

産業資材事業（千円） 73,706 106.2

報告セグメント計（千円）　 73,706 106.2

合計（千円） 73,706 106.2

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．インベストメントバンキング事業、アドバイザリー事業及びその他に含まれている事業は、事業の性質上該当

事項はありません。

　

(2) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

インベストメントバンキング事業

（千円）
344,634 842.3

産業資材事業（千円） 162,545 95.9

アドバイザリー事業（千円）　 41,799 87.4

報告セグメント計（千円） 548,979 212.6

その他（千円） 29,121 116.4

合計（千円） 578,101 204.1

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．インベストメントバンキング事業の販売実績が大幅に増加した主な要因は、新・中期経営計画に基づき、当事

業の重点を上場企業投資（新興上場企業・中小型上場企業）におき、投資回収までの期間を早期化したことに

よるものであります。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載された

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結会計期間における経営環境は、輸出の増加や政府の景気刺激策等により、企業収益は改善してい

るものの、雇用情勢は依然として厳しい状況にあります。また、欧州の財政不安に端を発する金融システムに対する

懸念が一気に高まり、為替が混乱するとともに国内株式市場も大幅に下落するなど、依然として厳しい状況で推移

いたしました。

　このような環境の中、当社は、インベストメントバンキング事業において、中期経営計画に基づき成長支援を目的

に新興市場を中心とした中堅上場企業が実施するエクイティ・ファイナンスの引受けを行っております。当第２四

半期までは、新規投資案件の拡大に注力することとし、投資先の企業価値向上につながる成長支援を実施しており

ますが、当第１四半期における投資回収につきましては限定的なものに留まっております。今後も引き続き成長の

見込める中堅上場企業に対し、実効性のあるファイナンスの提案を行い、企業の営業支援など成長戦略の後押しを

してまいります。

　アドバイザリー事業につきましては、各クライアントに対し、事業戦略、資本政策等に関するコンサルテーション

及び事務支援等を行ってまいりました。また、リスクマネジメント事業につきましては、保険代理店業務の拡大を図

るとともに、クライアント企業のリスク全般に対する総合サービスに取り組んでまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間の連結業績は、売上高５億78百万円（前年同期比、104.1％増）、営業損失

93百万円（前年同期は営業損失１億39百万円）、経常損失１億５百万円（前年同期は経常損失１億33百万円）、四

半期純利益３百万円（前年同期は四半期純損失１億59百万円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前期末に比べ、０百万円減少し８億39百万円となりまし

た。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動によるキャッシュ・フローは、54百万円のキャッシュ・アウトフローとなりました。その主な要因は、

営業損失が93百万円となるなど、営業活動による収入が販管費の支出を補うことができなかったためでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　投資活動によるキャッシュ・フローは、12百万円のキャッシュ・アウトフローとなりました。その要因は、貸付

けによる支出30百万円が貸付金の回収による収入17百万円を上回ったためであります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動によるキャッシュ・フローは、74百万円のキャッシュ・インフローとなりました。その主な要因は、新

株予約権の行使による株式の発行による収入であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。また、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等もありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

（注）平成22年６月29日開催の定時株主総会において10株を１株とする株式併合が承認可決され当該株式併合に伴い定

款の一部変更が行われた結果、発行可能株式総数は当該株式併合の効力が生ずる平成22年８月３日より

514,000,000株減少し、86,000,000株となっております。　

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式    220,824,287 22,082,428
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式。

単元株式数は

1,000株であり

ます。　

計 220,824,287 22,082,428 － －

（注）１．平成22年６月29日開催の定時株主総会において10株を１株とする株式併合が承認可決され平成22年８月３日

に当該株式併合の効力が生じた結果、発行数は、198,741,859株減少して「提出日現在発行数」は、22,082,428

株となっております。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月４日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

３．平成22年５月21日開催の取締役会の決議及び平成22年６月29日開催の定時株主総会において10株を１株とす

る株式併合が承認可決され当該株式併合に伴い定款の一部変更が行われた結果、単元株式数は、当該株式併合

の効力が生ずる平成22年８月３日より100株となっております。
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(2)【新株予約権等の状況】

①旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年６月29日定時株主総会決議

ⅰ　2004年第１回新株予約権（平成16年８月25日発行）

 
第１四半期会計期間末現在

（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個）　　            1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 212

新株予約権の行使期間
自　平成16年９月１日

至　平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　212

資本組入額 　　 106

新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使は、その目的となる株式の数が当

社の１単元の株式数の整数倍となる場合に限り、これを行

うことができるものとする。

②新株予約権の割当てを受けた者は、当社及び当社子会社の

取締役、監査役、相談役、従業員及び嘱託社員その他これに

準ずる地位を喪失した後も、喪失時点において、当社取締

役会の承認を受けた場合は、「新株予約権割当契約」に定

めるところに従って新株予約権を行使することができる

ものとする。但し、禁固以上の刑に処せられた場合、解任、

免職又は懲戒解雇された場合、本権利は直ちに失効するも

のとする。

③新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人

がこれを行使できるものとする。

④その他の条件については、株主総会及び当社取締役会決議

に基づき、当社と割当対象者との間で締結する「新株予約

権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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ⅱ　2004年第２回新株予約権（平成16年９月10日発行）

 
第１四半期会計期間末現在

（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 60

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 237

新株予約権の行使期間
自　平成16年９月24日

至　平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　237

資本組入額 　　 119

新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使は、その目的となる株式の数が当

社の１単元の株式数の整数倍となる場合に限り、これを行

うことができるものとする。

②新株予約権の割当てを受けた者は、当社の取締役、監査役

及び従業員その他これに準ずる地位を喪失した後も、喪失

時点において、当社取締役会の承認を受けた場合は、「新

株予約権割当契約」に定めるところに従って新株予約権

を行使することができるものとする。但し、禁固以上の刑

に処せられた場合、解任、免職又は懲戒解雇された場合、本

権利は直ちに失効するものとする。

③新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人

がこれを行使できるものとする。

④その他の条件については、当社と割当対象者との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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②会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成21年９月17日取締役会決議

第１回ユーロ新株予約権（平成21年10月５日発行）　 　

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 950

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 95,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　　　　　　　      　20

新株予約権の行使期間
自　平成21年10月６日

至　平成24年10月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　20.05490

資本組入額　　10.02745　　

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 －

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

③会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成21年９月17日取締役会決議

2011年満期ユーロ円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成21年10月５日発行）　

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権付社債の残高（千円） 　　　　　　　　　　　　       　880,000

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　　　　　       　　 88

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                               44,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）                                       20

新株予約権の行使期間
自　平成21年10月６日

至　平成23年３月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　20

資本組入額　　10

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 －

代用払込みに関する事項

本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新

株予約権に係る本社債とし、当該社債の価額はその額面金

額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

 平成22年４月１日

 ～平成22年６月30日

（注１）　

5,000,000220,824,28750,1373,127,13750,137 136,365

（注）１．第１回ユーロ新株予約権の行使による増加であります。 

　　　２．平成22年６月29日開催の定時株主総会において10株を１株とする株式併合が承認可決され平成22年８月３日に　　

当該株式併合の効力が生じた結果、発行済株式総数は、198,741,859株減少して22,082,428株となっておりま

す。

　

(6)【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(7)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式      173,000

　
－

１（１）②「発行済株

式」の「内容」欄に記

載のとおりでありま

す。

完全議決権株式（その他）　 普通株式　214,028,000 214,028 同上

単元未満株式 普通株式    1,623,287 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 215,824,287 － －

総株主の議決権 － 214,028 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が43,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数43個が含まれております。
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②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

Ｏａｋキャピタル

株式会社

東京都港区赤坂八

丁目10番24号
173,000     － 173,000 0.08

計 － 173,000     － 173,000 0.08

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 27 40 26

最低（円） 18 19 19

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人日本

橋事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 854,486 855,349

受取手形及び売掛金 179,310 143,997

営業投資有価証券 1,765,652 1,787,203

商品及び製品 177,861 188,862

1年内処分予定の不動産 313,545 313,545

その他 166,438 35,487

貸倒引当金 △4,733 △4,980

流動資産合計 3,452,562 3,319,466

固定資産

有形固定資産 ※
 72,620

※
 71,803

無形固定資産

のれん 3,496 4,222

その他 4,945 5,228

無形固定資産合計 8,441 9,450

投資その他の資産

投資有価証券 463,305 463,393

長期貸付金 － 114,600

その他 94,327 93,850

貸倒引当金 △34,964 △150,161

投資その他の資産合計 522,667 521,682

固定資産合計 603,730 602,937

繰延資産 11,977 13,864

資産合計 4,068,270 3,936,267

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,110 31,151

短期借入金 318,500 321,500

1年内返済予定の長期借入金 7,104 27,104

1年内償還予定の新株予約権付社債 880,000 －

引当金 255 1,960

その他 113,339 65,630

流動負債合計 1,352,308 447,346

固定負債

新株予約権付社債 － 880,000

長期借入金 22,528 24,304

退職給付引当金 57,837 62,165

引当金 7,756 7,756

その他 13,397 3,209

固定負債合計 101,519 977,435

負債合計 1,453,828 1,424,781
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,127,137 3,077,000

資本剰余金 1,626,251 1,576,162

利益剰余金 △2,091,526 △2,095,470

自己株式 △9,456 △9,466

株主資本合計 2,652,406 2,548,224

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △54,846 △54,496

評価・換算差額等合計 △54,846 △54,496

新株予約権 5,215 5,490

少数株主持分 11,666 12,267

純資産合計 2,614,441 2,511,485

負債純資産合計 4,068,270 3,936,267
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 283,285 578,101

売上原価 140,231 435,211

売上総利益 143,053 142,889

販売費及び一般管理費 ※
 282,209

※
 236,727

営業損失（△） △139,155 △93,838

営業外収益

受取利息 4,447 1,929

受取配当金 5,846 －

その他 545 248

営業外収益合計 10,839 2,178

営業外費用

支払利息 3,977 2,616

為替差損 624 9,047

社債発行費等償却 － 2,351

その他 160 298

営業外費用合計 4,762 14,313

経常損失（△） △133,078 △105,974

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,294 115,444

特別利益合計 6,294 115,444

特別損失

固定資産除却損 10,019 －

営業投資有価証券評価損 17,221 －

本社統合費用 7,989 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,326

その他 3,761 －

特別損失合計 38,991 5,326

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△165,775 4,143

法人税、住民税及び事業税 516 598

法人税等調整額 △2,932 200

法人税等合計 △2,416 799

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,343

少数株主損失（△） △3,654 △600

四半期純利益又は四半期純損失（△） △159,705 3,944
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△165,775 4,143

減価償却費 4,124 3,047

のれん償却額 821 726

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,680 △115,444

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,755 △1,705

退職給付引当金の増減額（△は減少） △24,739 △4,328

受取利息及び受取配当金 △10,293 △1,929

支払利息 3,977 2,616

有形固定資産除却損 10,019 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,326

売上債権の増減額（△は増加） 21,368 △35,235

たな卸資産の増減額（△は増加） 36,674 11,001

仕入債務の増減額（△は減少） 3,500 1,615

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 57,141 21,289

未収消費税等の増減額（△は増加） 3,177 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,509 △4,741

その他の資産の増減額（△は増加） 2,423 △1,926

その他の負債の増減額（△は減少） 7,088 59,878

その他 △2,348 11,464

小計 △51,258 △44,200

利息及び配当金の受取額 6,327 838

利息の支払額 △4,025 △2,653

法人税等の支払額 △2,838 △8,245

営業活動によるキャッシュ・フロー △51,795 △54,260

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,332 －

貸付けによる支出 － △30,000

貸付金の回収による収入 4,900 17,800

差入保証金の差入による支出 △3,006 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △439 △12,200

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △46,665 △3,000

長期借入金の返済による支出 △20,000 △21,776

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 99,468

自己株式の取得による支出 △101 △70

自己株式の売却による収入 78 32

少数株主からの払込みによる収入 2,100 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,588 74,654

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,629 △9,058

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △115,192 △863

現金及び現金同等物の期首残高 295,417 840,349

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 180,224

※
 839,486
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ156千円増加し、税金等調

整前四半期純利益は5,483千円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は8,928千円であり、固定負債のその

他に含めております。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、前連結会計

年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しておりま

す。
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．株式の併合

　平成22年６月29日開催の当社第149期定時株主総会において、株式の併合（10株を１株に併合するものであり、以下

「本件株式併合」という。）について承認可決され、平成22年８月３日に本件株式併合の効力が発生いたしました。

(1) 本件株式併合の目的　

　㈱東京証券取引所を始めとする全国証券取引所では「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、全ての国内

上場企業の売買単位を最終的に100株に集約することを目指しております。当社は、㈱東京証券取引所に上場する上

場企業として、この「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を尊重し、当社株式の売買単位を100株に変更する

ため、また、当社の時価総額に比べて発行済株式総数が過大であることから、本件株式併合により発行済株式総数の

適正化を図るため、本件株式併合及び単元株式数の変更（1,000株を100株に変更）を行うものであります。

　

(2) 本件株式併合の割合

　発行済株式総数について、10株を１株に併合いたします。なお、併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合に

は、会社法第235条に従い、売却又は買取りを実施し、その代金を端数の生じた株主の皆様に対して、その端数の割合

に応じて分配いたします。

　

(3) 本件株式併合により減少する株式数及び併合後の発行済株式総数

①　併合前の発行済株式総数　　　当社普通株式　 220,824,287株　

②　減少する株式数　　　　　　　当社普通株式　 198,741,859株

③　併合後の発行済株式総数　　　当社普通株式　　22,082,428株

　

(4) １株当たり情報に及ぼす影響

　本件株式併合が前連結会計年度の開始の日に行われたと仮定した場合の１株当たり情報及び当連結会計年度の開

始の日に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は以下のとおりであります。

①　１株当たり純資産

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 117.72円 １株当たり純資産額 115.64円

　

②　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 7.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
0.14円
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

２．株主割当による新株予約権の無償発行

　当社は、平成22年６月４日開催の取締役会において、株主還元策の一環として、平成22年９月30日の最終の株主名簿

に記載又は記録された当社株主（当社を除く。）を割当先とし、会社法第277条に基づく株主への新株予約権無償割当

てによる第５回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の発行を行うことを決議いたしました。

(1) 本新株予約権の内容

①　本新株予約権の名称　 Ｏａｋキャピタル株式会社第５回新株予約権

②　本新株予約権の目的となる株式の種類及び数　 本新株予約権１個当たり、当社普通株式0.25株　

③　基準日　 平成22年９月30日　

④　発行日（割当効力発生日） 平成22年10月16日　

⑤　本新株予約権の総数 当社の基準日現在の発行済株式の総数（ただし、当社が有す

る当社普通株式の数を除く。）と同一の数といたします。な

お、当社の平成21年３月31日現在の発行済株式の総数（自己

株式控除後）215,650,464株に平成22年８月３日に効力が発

生した株式併合（以下、「本件株式併合」という。）の併合

比率（10株を１株）を乗じた株式数を基準日現在の株式数

と仮定すると21,565,046個となりますが、基準日は平成22年

９月30日であり、それまでに発行済株式の総数（自己株式控

除後）が変動するため、実際の数はこれと異なります。

⑥　発行価額 無償

⑦　当該発行による潜在株式数 基準日現在の当社株主名簿に記載又は記録された当社各株

主の有する各株式数（ただし、当社が有する当社普通株式の

数を除く。）に0.25を乗じて算出された数値の整数部分を合

計した数といたします。ただし、発行要項第６項（３）によ

り、本新株予約権１個の目的である株式の数が調整される場

合には、これに応じて同様に変動いたします。

なお、当社の平成22年３月31日現在の発行済株式の総数（自

己株式控除後）215,650,464株に本件株式併合の併合比率及

び0.25を乗じて理論値を算出すると5,391,261株となるが、

基準日は平成22年９月30日であり、それまでに発行済株式数

（自己株式控除後）が変動すること、行使により生じた端数

は現金化されることから、実際の数はこれと異なります。

⑧　資金調達の額　 払込金額の総額1,186,077千円

（差引手取概算額1,149,077千円）

上記、払込金額の総額は平成22年３月31日現在の発行済株式

の総数（自己株式控除後）215,650,464株に本件株式併合の

併合比率及び0.25を乗じて算出した理論値であります。

⑨　行使価額　 220円

本件新株予約権の発行に係る取締役会決議日の前日（平成

22年６月３日）の東京証券取引所の当社普通株式の普通取

引の終値25円を参考に株主還元策であることを勘案して22

円とし、さらに本件株式併合の併合比率にて調整した結果の

値であります。

⑩　行使期間　 平成22年12月１日から平成23年11月30日まで
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

⑪　割当方法及び割当予定先 平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された

株主に対し、その所有する当社普通株式１株につき１個の割

合をもって本新株予約権を割り当てる。ただし、当社が所有

する当社普通株式については、本新株予約権を割り当てませ

ん。

⑫　本新株予約権の行使により当社普通株式を発行す

る場合における増加する資本金及び資本準備金

の額　

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の

規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金

額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端

数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から

増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額

といたします。

　

(2) 手取金の使途

　本新株予約権の発行による手取金は、営業費用等の運転資金に充当する予定であります。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※．有形固定資産の減価償却累計額は、134,212千円であり

ます。

※．有形固定資産の減価償却累計額は、131,458千円であり

ます。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

従業員給与・賞与 97,495千円

賞与引当金繰入額 4,755 

退職給付引当金繰入額 3,782 

※．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

従業員給与・賞与 89,628千円

賞与引当金繰入額 255 

退職給付引当金繰入額 2,165 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 195,224千円

預け入れ期間が３ケ月を超える定期

預金
△15,000千円

現金及び現金同等物 180,224千円

 

※．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 854,486千円

預け入れ期間が３ケ月を超える定期

預金
△15,000千円

現金及び現金同等物 839,486千円

 

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

　

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　　220,824千株　

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　 　 175千株

　

３．新株予約権等に関する事項

区分　 新株予約権の内容

新株予約権の目的

となる株式の種類

　

新株予約権の目的とな

る株式の数（千株）　

当第１四半期連結会計

期間末残高（千円）

提出会社　 第１回ユーロ新株予約権　 普通株式　 　95,000 　5,215

　

2011年満期ユーロ円貨建転

換社債型新株予約権付社債

に付された新株予約権　

普通株式　 　44,000 　－

合計　　 　 　139,000 　5,215
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 
インベストメント
バンキング事業
（千円）

産業資材事業
（千円）

アドバイザリー
事業
（千円）

その他の事業
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高       
(1）外部顧客に対する

売上高
40,914 169,543 47,799 25,027 － 283,285

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 40,914 169,543 47,799 25,027 － 283,285

Ⅱ．営業損益 △126,749 △22,602 16,716 △6,833 312 △139,155

（注）１．事業区分の方法

当社及び連結子会社の事業内容に基づく区分によっております。

２．各区分の主な事業内容

インベストメントバンキング事業…プライベート・エクイティ投資、上場株式投資、プレＩＰＯ投資

産業資材事業…………………………特殊フィルム・照明機材等の販売

アドバイザリー事業…………………Ｍ＆Ａアドバイザリー、財務アドバイザリー、事業コンサルティング

その他の事業…………………………ブランド事業、リスクマネジメント事業他

３．事業区分の方法の変更

　従来、「その他の事業」に含めて表示していた「アドバイザリー事業」につきまして、全セグメントの売上高に

占める同事業の売上高の割合が10％を超えたため、当第１四半期連結累計期間より、「その他の事業」から分離

し、独立したセグメントとして表示することといたしました。

　この結果、従来の方法と比較して当第１四半期連結累計期間の売上高は、「アドバイザリー事業」が47,799千円

増加し、「その他の事業」が同額減少しております。また、営業損益は、「アドバイザリー事業」が21,379千円増

加し、「その他の事業」が同額減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、「インベストメントバンキング事業」を中心として、主に会社別に事業を区分し、事業活動を展開

しております。

したがって、当社グループは、会社を基礎としてサービス別に事業を区分しセグメントを構成しており、「インベス

トメントバンキング事業」（当社）、「産業資材事業」（日本コーバン㈱）及び「アドバイザリー事業」（当社）の

３つを報告セグメントとしております。

なお、各事業内容は以下のとおりであります。

インベストメントバンキング事業……プライベート・エクイティ投資、上場株式投資、プレＩＰＯ投資

産業資材事業……………………………特殊フィルム・照明機材等の販売

アドバイザリー事業……………………Ｍ＆Ａアドバイザリー、財務アドバイザリー、事業コンサルティング

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日 至　平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

インベストメ

ントバンキン

グ事業

産業資材事業
アドバイザ

リー事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 344,634162,54541,799548,97929,121578,101 － 578,101

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 117 － 117 － 117 △117 －

計 344,634162,66341,799549,09729,121578,218 △117 578,101

セグメント利益又は

損失（△）
△116,341 2,713 22,638△90,989△3,159△94,149 310 △93,838

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リスクマネジメント事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

　

（追加情報）　

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 11.77円 １株当たり純資産額 11.56円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,614,441 2,511,485

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 16,881 17,757

（うち新株予約権） (5,215) (5,490)

（うち少数株主持分） (11,666) (12,267)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（千円）
2,597,559 2,493,728

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株）
220,648 215,650

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 0.75円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0.02円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
0.01円

　

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △159,705 3,944

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△159,705 3,944

期中平均株式数（千株） 212,182 218,149

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

四半期純利益調整額（千円）　 － －

普通株式増加数（千株）　 － 57,295

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

──────　 ──────

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

Ｏａｋキャピタル株式会社

取締役会　御中

監査法人日本橋事務所

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小倉　明　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　茂寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＯａｋキャピタル株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｏａｋキャピタル株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは平成19年３月期の連結会計年度から当第１四半期連結累計

期間まで、営業損失、経常損失及び四半期（当期）純損失を計上したため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策

及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は、継続企業を前提に作

成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化してものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月５日

Ｏａｋキャピタル株式会社

取締役会　御中

監査法人日本橋事務所

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小倉　明　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　茂寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＯａｋキャピタル株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｏａｋキャピタル株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化してものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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